
　皆さんに身近な公共サービスの多くは市町村が行っていますが、地方税の配分割合が低いため、市町
村は国税を財源とする国庫補助金に依存しています。しかし、それでは多くの公共サービスが国の補助
基準や予算に左右されて、市町村が自ら使い道を決めることができません。そこで使い道の決まってい
る国の補助金を減らし、その分、税源を国から地方に移すことによって、市町村は財源を自らの権限で
使える範囲が広がり、地域の事情やニーズにあった最適な事業・サービスを行うことができるようにな
ります。なお、税源移譲によって、市県民税の負担が増える代わりに所得税の負担が減るため、個々の
納税者の負担合計額は変わりません。

　平成１１年度から適用されている定率控除は、平成１９年度から廃止されることになりました。（平成１８年度は市県
民税所得割額の７．５％＜上限２万円＞を控除）

　市県民税と所得税では、基礎控除や扶養
控除等の人的控除額に差（右表参照）があり、
同じ収入金額でも市県民税の課税標準額は、
所得税よりも多くなっています。市県民税
の税率を５％から１０％に引き上げた場合、
所得税の税率を引き下げただけでは税負担
が増えてしまうことになります。
　このため、個々の納税者の人的控除の適
用状況に応じて、個人の税負担が変わらな
いようにするため、「調整控除」という税額
控除が創設されました。

　平成１７年１月１日の時点で６５歳以上（昭和１５年１月２日以前に生まれた人）で前年の合計所得金額が１２５万円以
下の人は、平成１８年度は３分の１の税額で課税されましたが、平成１９年度は３分の２の税額で課税されます。（平
成２０年度からは全額で課税されます）

　個人の市県民税所得割の分離課税等に係る税率割合等が、総合課税の所得割の税率改正（市民税６％、県民税
４％）に合わせて改正されました。

市県民税と所得税の人的控除額の差
控除額の差所得税市県民税
５万円３８万円３３万円基礎控除
５万円３８万円３３万円配偶者控除
５万円３８万円３３万円扶養控除
１８万円６３万円４５万円特定扶養控除

調整控除（次の額を市県民税所得割額から控除します）
課税標準額が２００万円以下の場合
次のいずれか少ない額×５％（市民税３％、県民税２％）
�人的控除額の差の合計額
�課税標準額
課税標準額が２００万円を超える場合
｛人的控除額の差の合計額－（課税標準額－２００万円）｝×５％

※２，５００円未満の場合は２，５００円を控除します。
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《市県民税について》
　市県民税には、均等の額を負担する「均等割」と、その人の所得金額に応じて負担する「所得割」があります。
その年の１月１日現在に住んでいる市で、前年（１月～１２月）に所得があった人に課税されます。なお、県民税は
市民税とあわせて納めていただくことになっています。

速算控除額税率課税標準額
０円市民税３％

～２００万円
０円県民税２％

１００，０００円市民税８％
２００万円～７００万円

０円県民税２％
２４０，０００円市民税１０％

７００万円～
７０，０００円県民税３％

税率課税標準額

市民税６％

県民税４％
計１０％一律

速算控除額税率課税標準額

０円１０％～　３３０万円

３３０，０００円２０％３３０万円～　９００万円

１，２３０，０００円３０％９００万円～１，８００万円
２，４９０，０００円３７％１，８００万円～

速算控除額税率課税標準額
０円５％～　１９５万円

９７，５００円１０％１９５万円～　３３０万円
４２７，５００円２０％３３０万円～　６９５万円
６３６，０００円２３％６９５万円～　９００万円

１，５３６，０００円３３％９００万円～１，８００万円
２，７９６，０００円４０％１，８００万円～

改正前（平成１８年度） 改正後（平成１９年度）

用語解説
【課税標準額】所得金額から所得控除額を差し引いた残りの金額
【速算控除額】課税標準額に税率をかけて算出した税額から差し引くことのできる金額
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改正前（平成１８年分） 改正後（平成１９年分）
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